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１ はじめに

2006年5月27日、インドネシア共和国ジョグジャカル

タ特別州南部付近を震源とするマグニチュード6.3の地震

が発生した。この地震により、同州南方に位置するBan-

tul県を中心として広い範囲で住宅の倒壊により、5,000

人以上が犠牲となるなど、大きな被害が生じた。

一方、ジョグジャカルタ北方約30kmに位置し、同国

でも有数の活火山であるムラピ山が1994年以来の活動を

開始し、6月9日現在で、火砕流が火口から5km付近まで

到達しているのが確認された。その活動は引き続き活発

で、11～12月から始まる雨期には大規模な土石流の発生

が懸念された。

このようなことから、地震と火山活動に伴う被害の実

態調査とインドネシア政府のニーズ把握、及び二次災害

の防止・軽減に関する提言を行うため、国際協力機構

（JICA）は地震災害発生後、調査団を派遣した。筆者ら

は調査団に参加して、土砂災害防止の観点から現地の状

況把握と、今後起こりうる土砂災害の防止に必要な技術

的提言を行った。以下にその概要を紹介する。

2 調査団の構成

調査団はJICAアジア第一部米田次長を団長とし、「二

次災害防止」「砂防技術」「建築設計」「災害復興支援無

償」「社会、防災インフラ」「上水道復旧計画」など、多

岐にわたる技術分野の15名の専門家で構成され、現地で

の調査は分野ごとのチームに分かれて実施することとな

った。砂防分野では国土交通省砂防部西本火山・土石流

対策官（二次災害防止）、砂防・地すべり技術センター

砂防技術研究所松井技術部長と筆者の3名が参加した。な

お、ジョグジャカルタにおいて砂防分野の長期専門家と

して「砂防技術センター」に派遣されている野呂専門家

が参加した。

3 現地調査行程

6月5日（月）に日本を出発し、13日（火）の夜行便で

の帰国という行程のなかで、地震及びムラピ山の噴火活

動に伴う土砂災害関係調査という、内容的に2案件の実

態調査を行うとともに、現地の関係行政機関とジャカル

タの政府関係機関への調査結果の説明、そのための報告

書、プレゼンテーション資料等の作成といった一連の作

業をこの行程のなかで行う必要があり、結果的に現地調

査の行程は大変厳しいものとなった。加えて、地震発生

後1週間しか経ていない時期でもあり、現地のハルヨノ

砂防技術センター（以下STCと略す）所長等も地震に伴

う土砂災害箇所についてほとんど把握できていなかった

ことから、我々とともに実態調査を開始したような状況

であった。

したがって、調査中に住民等から情報を聞き取りなが

ら新たな調査地点を組み込むといった状況で、調査チー

ムが宿泊施設に戻るのは毎夜遅くなり、その後、当日の

調査結果のとりまとめと翌日の準備を行った。日程的に

実質4日程度しか現地調査期間がないなかで、いかに広

範囲に、しかもできるだけ正確な現地調査を成し遂げう

るかが課題であった。

4 地震および被害の概要

地震は、2006年5月27日午前5時53分（現地時間）、Ban-

tul県南部を震央とする震源の深さ33kmの位置で発生し

た。地震の規模はマグニチュード6.3であり、Bantul県東

部の地震断層が水平左横ずれを起こしたことが地震の原

因と推定されている。

この地震による被害は死者5,738人、全壊家屋48,873棟、

損傷家屋118,714棟という甚大なものとなった（犠牲者数

は6月8日付国家災害対策調整庁、家屋被害は5月31日付

表-1

ジャワ島中部地震
及びムラピ火山
噴火に伴う土砂災害
調査について

桜井 亘
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社会福祉省発表）。家屋の被害状況を概査したところ、一

般の家屋は煉瓦を貧配合のモルタル等で積み重ねた壁の

上に数センチ角の角材を用いて屋根を作り、その上に瓦

を載せる構造が大部分を占め、地震に対して非常に脆弱

な作りであった 。もっともこの周辺地域は今回

の地震災害以前に、地震による災害をほとんど経験して

おらず、結果として一般民家の構造は地震に対して極め

て脆い構造となっていたことが被害を大きくしたものと

思われる。

一方、我々の調査範囲内では道路や橋梁等、土木構造物

の被害は比較的少なく、ハルヨノSTC所長の案内によっ

て案内されたジョグジャカルタ近郊におけるMataram灌

漑水路が砂質土の盛土部分で被災している程度であった。

なお、報道では、Bantul県の被害が取り上げられている

が、被害は、Bantul県から北東に伸びる山地に沿って、

広範囲に広がっており、特に山麓部の家屋の倒壊が激し

かった。これは、この山地に沿った地震断層の影響が顕

著であったためと思われる。

写真-1・2

5 土砂災害に関する調査

5-1 地震による土砂災害

地震による土砂災害関連調査は、斜面崩壊等の発生が

考えられる震央付近を含めたBantul県の東方山地～Sle-

man、Gunungkidulの各県境付近の山地を中心として行

った。調査範囲を次のページ に示す。

調査範囲内に存在する山地は、Bantul県の南西部から

北東に約30km続き、Bantul、Sleman、Gunungkidulの

県境で「く」の字状に屈曲し東方へ続く標高約500m程

度のケスタ状の地形をなしている丘陵性の山地である。

周辺地質は、Bantul、Sleman県側は凝灰岩、凝灰角礫岩

が卓越し、反対斜面であるGunungkidul県側は石灰岩が

卓越する。

現地調査の結果、震央周辺、および家屋倒壊の被害が

甚大であったBantul県周辺の北西向き斜面または、反対

斜面である南東向き斜面の山地では、山腹斜面上の随所

に崩壊が確認された 。写真-3

図-1・2

T O P I C S

表-1 現地調査の行程

写真-1 地震による家屋被害の状況（Bantul県）

写真-2 壁の構造。泥状のモルタルで煉瓦が積み重ねられている

月日 行程

6月5日（月） 成田発11:35－ジョグジャカルタ着20:35

6月6日（火） 大使館、JICA事務所にて打合せ（西本他、調査

団メンバー）Bantul県東部山地にて地震による

斜面崩壊調査（松井、野呂、桜井）

6月7日（水） Bantul県東部山地（Bantul県、Sleman県、

Gunungkidul県）にて地震による斜面崩壊調

査、ガジャマダ大学Dwikorita教授と意見交換

6月8日（木） ムラピ山の火山活動に関する現地調査、ムラピ

砂防工事事務所長と情報交換

6月9日（金） エネルギー鉱物資源省ムラピ火山観測事務所に

て火山活動に関する情報収集、Bantul県東部山

地（Bantul県、Gunungkidul県、Klaten県）

にて地震による斜面崩壊調査

6月10日(土） 米田団長と共にムラピ山麓、地震による斜面崩

壊現地調査及び報告書作成

6月11日(日） 報告書およびプレゼンテーション資料作成

6月12日(月） ジョグジャカルタ特別州政府地域計画・開発局

長等にBAPEDA事務所において、土砂災害対

策について説明（BAPEDA（国家計画省地方

計画局）、DINAS；公共事業省地方局、ジョグ

ジャカルタ特別州、Sleman県からの担当官が

出席）

6月13日(火） 大使館、公共事業省水資源総局長に調査結果、

対策についての説明、エネルギー鉱物資源省地

質庁長官と火山災害対策について意見交換、同

日、夜行便にて帰途

6月14日(水） ジャカルタ発0:25－成田着9:35
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崩壊発生箇所は、主にケスタ状地形の急崖部上部の遷

急線や凸状斜面で発生しており、表層崩壊もしくは岩崩

落が中心である。これは、これまで言われてきた地震に

よる崩壊の特徴と共通していると思われる。また、道路

沿いの垂直に近い切り土斜面、棚田の壁、宅地造成地の

斜面では、小規模な崩落が多数確認された

一方、震央から北北東20km程度の山地が東へ屈曲す

るBantul、Sleman、Gunungkidul各県の県境付近の北向

き斜面では、ケスタ状地形の急崖部の崩壊が数多く見ら

れた。

特に、Gunungkidul県Ngro-oro村 のJatikuning

地先では、震央付近で見られた崩壊より大規模な崩壊が

確認された。この崩壊は、山地の北斜面に東西方向に連

続する比高100m程度のほぼ垂直に近い急崖部の標高約

320～330mに位置する遷急線から、幅約500～600mの範

囲内で、断続的に発生した 。

崩壊は、岩崩壊または表層崩壊の形態であり、地震動

により、凝灰角礫岩質の受け盤構造と考えられる基岩が

節理からブロック状に崩壊したことにより発生したと思

われる。また、斜面直下には、4～5m程度の岩塊が堆積

しているが、崩壊斜面が100m程度の比高であるにもか

かわらず、崩土は斜面直下に堆積していた。これは、乾

期で崩土の含水比が低かったためと考えられ、そのため、

斜面下にある住宅は、崩土の直撃を免れることができた。

しかし、上部には、オーバーハング状の不安定な地山

写真-4

図-1・2

ムラピ山

調査範囲

震央

Suberharjo村
地すべり発生箇所

ジャグジャカルタ

K.Boyong

Kaliurang

K.GendolWor
Opak断層

Opak断層

Prambanan

Bantul

K.Progo K.Winongo

Samas

K.Opak

Parangtriis

K.Krasak

Ngoro-oro村
大規模斜面崩壊

図-2 調査位置平面図

図-1 調査位置立体図 ＊図中K.とあるのはKali（インドネシア語で川の意味）の略記である
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や、巨大な岩塊が残っており 、さらに、斜面上部

の畑地や周辺の斜面には、多数のクラック が見

られ、雨期に拡大崩壊する可能性がきわめて高い状態で

ある。このような危険な状態であるにもかかわらず、斜

面直下の集落には、まだ住民が残っている 。また、

この斜面から5～6km程度南西にあるBantul県Semoyo村

Pandeyan地先では、落石により、1名の死者が出ている

ほか、落石による家屋の被害も見られた。

Jatikuning地先の斜面崩壊地から、北へ3km程度に位

置するSleman県Sumberharjo村のNglepen地先では、地

震による大規模な地すべりが発生した 。斜面崩

壊がケスタ状地形の北側の急崖部で発生しているのに対

して、この地すべりは、南側の緩斜面側で発生している。

周辺地形は馬蹄形を呈しており、古い地すべりが地震に

より再滑動したものと考えられる。地質は、泥岩質と凝

灰岩質の互層となっており、周囲の露岩の状況から流れ

盤と考えられる。地すべりの規模は、滑落崖の幅約160

～170m、滑落崖の高さ約5～6m、地すべりブロックの全

長は約160m程度である。また、滑落崖に沿うように、幅

写真-9・10

写真-8

写真-6・7

写真-5

T O P I C S

写真-3 Bantul県東部山地の崩壊状況

写真-4 連続する崩壊の状況

写真-5 不安定な状態の崩壊残土

写真-6 斜面上に見られるクラック

写真-7 斜面上部平坦地の畑地に認められたクラック
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30～40m程度の陥没地形が形成されており、この中に落

ち込むようにして数戸の家屋が完全に破壊されてい

る 。

地すべり地内にあった全13戸の家屋はすべて被害を受

け、うち6戸が全壊したが、幸いにして死傷者は生じてい

ない。村民からの聞き取り調査によると、地すべりの動

きは地震直後の数秒でほぼ現状の位置まで滑動した後、

さらに10分間程度ゆっくりした変位を続けたとのことで

ある。調査時点では、湧水などは認められなかったことか

ら、ただちに急激に滑動する可能性は少ないが、地すべり

地内には多数のクラックが認められることから 、

雨期には再移動する危険性が高いと思われる。

さらに、この付近の山地上部のPantuk地先には、急崖

部の遷急線上部の平坦地（畑地）においては全長100m

程のクラックが確認された 。斜面下部のPereng写真-12

写真-11

写真-10

地先には、90世帯ほどの家屋が存在しているが、集落の

住民は、上部にクッラクがあり危険な状態であるとの情

報を有しておらず、危険性を認識していない状況にあっ

た。

5-2 ムラピ山の活動の状況

ジョグジャカルタ北方に位置するムラピ山は、5月13

日に最初の火砕流が発生するなど、1994年以来の活動が

活発化している。6月4日には、溶岩ドームの崩落に伴う

大規模な火砕流が発生し、エネルギー鉱物資源省ムラピ

火山観測所では約40万m3の土砂が生産されたと推測して

いる。また、連日のように規模の大きな火砕流が発生

し 、6月9日時点の同事務所の情報によると、火口

から5kmまで火砕流が到達しており、火口から7kmの範

囲の住民が避難しているとのことである。

写真-13

写真-9 滑落崖上部から見た地すべり地

写真-10 地すべり地の状況

写真-12 クラックの状況

約160m

約160m

滑落崖上端

陥没地形

写真-8 オーバーハングしている崩壊斜面（高さ約100m）下の集落

写真-11 地すべり地内のクラック
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さらに同事務所によると、溶岩ドームは1日約17万m3の

ペースで成長を続けており、溶岩ドームの規模は約400

万m3に達しているようである（6月9日現在）。また、6月

12日現在の同事務所の情報によると、火山噴出部による

総量は、650万m3であり、山頂付近の溶岩ドーム周辺に

留まっている量は約300万m3、火砕流として流下した量

は、350万m3ということである 。

同事務所では、火山活動は、過去の実績から1年程度

継続する可能性があると予想していることから、今後さ

らに不安定な火山噴出物の堆積が進み、雨期には大規模

な土石流の発生が懸念される。

水資源総局によると、ムラピ山麓における砂防施設の

空き容量は、全体で約910万m3と見積もられているが、

今後の火山活動の継続により、この空き容量を超える火

山噴出物が堆積することは十分考えられ、緊急除石等の

対策が必要な状況となっている。

現地にて火砕流の到達状況を目視で確認した結果、

Gendol川方面 （次ページ）への流下が顕著であり、

火砕流の流下距離も約5km、標高1200m付近まで達して

いるなど、他の河川と比べて最も長い。また、この他に

も、Boyong川、Kuning川、Blongken川への3方向に火

砕流堆積物が堆積しているのが確認された 。

なお、我々の調査終了後の6月14日には、Gendol川方

面へ、火口からの距離が7km（標高1000m付近）に達す

る大規模な火砕流が発生し、2名が犠牲となったほか、

Gendol川にも大量の火砕流が堆積した 。正確な堆

積厚は不明であるが、火口からの堆積距離を考えると、

かなり大量の火砕流が堆積していると思われる。このよ

うな大量の火砕流の河道への堆積により、雨期には、大

写真-16

写真-15

図-3

写真-14

規模な土石流発生の危険性がいっそう高まったと考えら

れる。

6 地震・火山活動による
二次災害防止に必要な対策

6-1 地震後の二次災害防止に必要な対策

今回の地震では、斜面上部に多数のクラック、不安定

な状態の地山があることから、他にも未確認のクラック

が存在している可能性が大きく、雨期には土砂災害が発

生する危険性がきわめて高い。また、Sumberharjo村の

地すべり地は、雨水がクラックから流入し地すべりブロ

ック内に供給されると、地すべりの移動が活発化し、最

悪の事態として、地すべり末端部下方にある河道を閉塞

する危険がある。被害の防止・軽減のために急がれる対

策としては以下に示す事項が考えられる。

①新たな土砂災害の危険がある斜面の抽出を早急に行い、

住民に対して危険箇所の周知を行うこと。とくに、Ban-

tul、Sleman、Gunungkidulの各県境付近における斜面

の急崖部は、崩壊が多数発生しており、クラックも多数

見つかっていることから、この地域において集落が直下

にある斜面では、早急に斜面を点検する必要がある。

②確認されたクラックからの雨水の浸透を防ぐため応急

的な間詰めや、ビニールシート掛けなどを行うともに、

伸縮計等の計測装置や目視によるモニタリング、及びそ

の結果を住民へ伝達する警戒・避難体制の確立が必要で

ある。

③斜面点検の結果、土砂災害の危険性の高い集落に対し

て、コミュニティレベルで住民の防災教育、危険箇所や

T O P I C S

写真-13 Gendol川へ流下する火砕流 写真-14 Kaliurangのムラピ火山現地観測所で掲示されている溶岩ドームの変化状
況写真

Gendol川
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前兆現象の周知、斜面モニタリングの手法の指導、避難

場所や避難経路を明確にするなど防災力の強化を図る必

要がある。

④Sumberharjo村の地すべりについては、地すべり土塊

内部への雨水の供給を防ぐため、応急的な多数のクラッ

クへの間詰めやビニールシート掛け、滑落崖直下に生じ

た大規模な陥没地形における湛水防止のための応急的な

素堀水路の開削等による表面排水が急がれる。

6-2 火山活動による二次災害防止に必要な対策

雨期における土石流の発生に備えて、また今後の火山

災害を防止・軽減するためには以下の対応が必要である

と考えられる。

①ハザードマップはエネルギー鉱物資源省が過去100年

程度の被害実績を元にして作成している。しかし、火砕

流や土石流の発生状況は噴火毎に異なるとともに、時々

刻々と地形や溶岩ドームの形状、火砕流堆積物の量が変

化しているため、ハザードマップは、それらの変化に対

応して、随時作成する必要がある。そのためには航空・

衛星リモートセンシング技術を活用した迅速なデジタル

標高データの取得と、このデータを用いた火砕流や土石

流氾濫シミュレーションによる影響範囲の予測を基にし

た警戒・避難体制の構築が望まれる。

②土石流の発生が懸念される河川において、砂防堰堤の

空容量、除石可能な堰堤、搬路や土捨て場、導流堤の設

置が必要な箇所の確認を行うなど、緊急に実施する除

石・嵩上げ・導流堤設置等のハード対策の検討、及び、

雨期の土石流発生に備えてこれらの対策を緊急に実施す

ることが望まれる。

7 おわりに
今回の現地調査にあたってハルヨノ砂防技術センター

所長をはじめとするインドネシア側の熱心な調査協力が

印象に残った。とくに、昨年日イ両国の砂防に関して友

好を深めるために設立された「クルアルガ砂防インドネ

シア」会長である元水資源総局東部実施指導局アチェ州

写真-15 火砕流堆積方向：左方向がBlongkeng川、手前がKuning、Boyong川
方面、右方向がGendol川方面

写真-16 Gendol川の火砕流堆積物
＊公共事業省水資源総局砂防技術センター提供

図-3 ムラピ山周辺の河川の状況

Gendol川

Blongkeng川

Krasak川Krasak川

Boyong川

Kuning川
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砂防関係者にはなじみ

深い土地ということもあ

り、5月27日インドネシア

ジョグジャカルタ南部を

襲った大地震に心を痛め

ていらっしゃる方も多いと思います。おかげさまで『ク

ルアルガ砂防』を通じてジョグジャの日本人会に多額の

義捐金を送ることができました。現在日本人会には25人

の登録があり、幸いなことにけがをされた方は居なかっ

たようです。

皆様の義捐金がどのように役立てられているのか、現地

の方と結婚して当地で永く暮らす日本人ニョニャ（奥様）

会員を中心とした救援活動の現況をご報告いたします。

米、毛布、粉ミルクなどを配布する緊急支援が一段落し

た後、プロジェクトは仮設校舎、仮設住宅の建設など長

期プログラムへと移りました。村の共同体が人選した本

当に経済的に再建が難しい被災者家庭をグループに分け、

それぞれが共同作業で建築にあたります。そうすること

で男手がない家庭でも一緒に建ててもらえる仕組みです。

まず、被災者自身が家族構成にあった間取りをデザイ

ンして廃材で骨組みを作る、そこまで自分たちでやった

ら、プロジェクトが材料を提供します。基本的に支援す

るものは、現金がないと手に入らないセメント・釘・4×

6ｍの建物に必要な竹の壁材――これはやはり被災した村

の村民に委託して編んでもらい手間賃を払う方式――な

どで平均一軒当たりの予算はおおよそ4000円前後になり

ます。村人の平均月収は5000円弱（40万ルピア）くらいで

すが、定期的な現金収入のない家庭も多いので自力のみ

での再建は容易ではありません。9月中旬までにすでに約

150世帯が入居、現在もプロジェクトは着々と進行中です。

ジョグジャカルタ特別州知事でありスルタン（王侯）で

もあるハメンクブオノ10世は「この地で伝統的な助け合

いの精神（ゴトンロヨン）で被災を乗り越えていく」と、地

域の「共助」の精神を強調する発言をされていました。

このような仮住居でも元の暮らしよりずっとましとい

う人も多い当地の価値観を、豊かな国の物差しで推し量

ることは困難なことです。現地の実情にあった「自助努

力」を促す支援のあり方が問われている中、その地に溶

け込んだ「草の根支援」の一つのケースをご紹介しまし

た。 （Ｊ）

T O P I C S

廃材で作られた骨組み なかなかの出来上がり

ジョグジャカルタNOW

4000円で
家が建つの

えっ!!

?

担当課長のジョコレゴ氏をはじめとする協力は大変心強

いものがあった（クルアルガとはインドネシア語で「家

族」の意味）。同氏の力添えと、キーパーソンである公共

事業省 シスウォコ水資源総局長が砂防・地すべり技術

センター松井部長のイ国公共事業省雨水資源総局河川局

在任中に河川計画課長であったことから、今後必要な対

策についての提言や意見交換を円滑に行うことができた。

全体をとおしてイ国側の協力により短期間で多くの成

果を得ることができたと考えられ、改めて、その背景に

は初代の砂防技術分野での長期派遣専門家である故横田

氏以来、営々として積み重ねられてきた歴代の専門家の

努力と実績が生かされていることが実感できた。

終わりに、種々ご指導頂いた西本火山・土石流対策官、

松井部長、着任直後の地震災害にもかかわらず現地調査

および、報告書等の資料作成に献身的努力をいただいた

野呂専門家、多くの便宜供与を頂いた室永書記官、JICA

の関係各位に深く感謝するとともに、被災地の一刻も早

い本格復興を心より祈念するものである。


